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令和４年３月２５日規則第２号 

 

塩尻市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、塩尻市太陽光発電設備の適正な設置及び管理に関する条例（令和４

年塩尻市条例第１２号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例の定めるところによる。 

（事前協議） 

第３条 条例第１０条第１項の規定による事前協議をしようとする者は、塩尻市太陽光発

電設備設置事業事前協議書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添付して、市長

に提出しなければならない。 

(1) 位置図 

(2) 登記事項証明書及び公図の写し 

(3) 配置図 

(4) 土地造成計画平面図及び断面図 

(5) 雨水排水計画図 

(6) 太陽光発電設備の構造図 

(7) 維持管理計画（様式第２号） 

(8) 現況カラー写真 

(9) その他市長が必要と認める書類 

２ 条例第１０条第４項の規定による通知は、塩尻市太陽光発電設備設置事業事前協議終

了通知書（様式第３号）により行うものとする。 

３ 条例第１０条第４項（条例第１８条において準用する場合を含む。）の規定による公

表は、市のホームページへの掲載その他の方法により行うものとする。 

第４条 条例第１０条第６項の規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 

(1) 事業区域の面積の縮小 

(2) 太陽光発電設備の定格出力の縮小 

(3) その他市長が認める軽微な変更 

第５条 条例第１０条第６項の規定による変更の協議をしようとする者は、塩尻市太陽光

発電設備設置事業事前協議変更協議書（様式第４号）に市長が必要と認める書類を添

付して、市長に提出しなければならない。 

第６条 条例第１０条第７項の規定による中止又は取下げの届出をしようとする者は、塩

尻市太陽光発電設備設置事業事前協議中止（取下）届出書（様式第５号）に市長が必
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要と認める書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（隣接住民等への説明等） 

第７条 条例第１１条第２項及び第１２条第３項の規則で定める方法は、隣接住民等への

資料の回覧又は送付その他市長が適当と認める方法とする。 

第８条 条例第１１条第４項の規定による説明の内容の報告は、塩尻市太陽光発電設備設

置事業説明会開催等報告書（様式第６号）に市長が必要と認める書類を添付して行う

ものとする。 

２ 条例第１２条第４項の規定による公表は、市のホームページへの掲載その他の方法に

より行うものとする。 

（設置の届出） 

第９条 条例第１３条第１項の規定による届出をしようとする者は、塩尻市太陽光発電設

備設置届出書（様式第７号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなければな

らない。 

(1) 位置図 

(2) 登記事項証明書及び公図の写し 

(3) 配置図 

(4) 土地造成計画平面図及び断面図 

(5) 雨水排水計画図 

(6) 太陽光発電設備の構造図 

(7) 維持管理計画（様式第２号） 

(8) 塩尻市太陽光発電設備設置事業説明会開催等報告書（様式第６号） 

(9) 現況カラー写真 

(10) その他市長が必要と認める書類 

２ 条例第１３条第２項の規定による公表は、市のホームページへの掲載その他の方法に

より行うものとする。 

（着手の届出） 

第１０条 条例第１６条の規定による届出をしようとする者は、塩尻市太陽光発電設備設

置事業着手届出書（様式第８号）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出しなけれ

ばならない。 

(1) 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０

８号）第９条第１項の再生可能エネルギー発電事業計画に係る認定通知書の写し（同

項の再生可能エネルギー発電事業を行おうとする者に限る。） 

(2) その他市長が必要と認める書類 

（標識の設置） 

第１１条 条例第１７条に規定する標識の大きさは、縦２７センチメートル以上、横４０

センチメートル以上とし、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
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(1) 太陽光発電設備設置事業の名称 

(2) 事業区域の所在地及び面積 

(3) 太陽光発電設備の定格出力 

(4) 設置者、設計者、工事施工者及び保守点検責任者の氏名並びに住所（法人にあって

は、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地） 

(5) 発電開始日 

（変更等の届出） 

第１２条 条例第１８条の規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとする。 

(1) 事業区域の面積の縮小 

(2) 太陽光発電設備の定格出力の縮小 

(3) その他市長が認める軽微な変更 

第１３条 条例第１８条の規定による届出をしようとする者は、次の各号に掲げる区分に

応じ、当該各号に定める書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 太陽光発電設備設置事業の内容の変更をしようとするとき 塩尻市太陽光発電設備

設置事業変更届出書（様式第９号）及び市長が必要と認める書類 

(2) 太陽光発電設備設置事業の中止又は廃止をしようとするとき 塩尻市太陽光発電設

備設置事業中止（廃止）届出書（様式第１０号）及び市長が必要と認める書類 

（完了報告） 

第１４条 条例第１９条の規定による報告は、塩尻市太陽光発電設備設置事業完了報告書

（様式第１１号）に市長が必要と認める書類を添付して行うものとする。 

(1) 事業区域内及び事業区域周辺の状況並びにフェンス及び標識の設置等の状況が分か

る現況カラー写真 

(2) その他市長が必要と認める書類 

（定期報告） 

第１５条 条例第２０条第１項の規定による報告は、定期報告書（様式第１２号）によ

るものとする。 

２ 条例第２０条第１項の規則で定める日は、６月３０日とする。 

３ 条例第２０条第３項の規定による公表は、市のホームページへの掲載その他の方法

により行うものとする。 

（災害等の報告） 

第１６条 条例第２１条第２項の規定による報告は、塩尻市太陽光発電設備（災害・事

故）等報告書（様式第１３号）によるものとする。 

（太陽光発電事業の廃止及び太陽光発電設備の撤去の届出） 

第１７条 条例第２２条第１項の規定による届出は、塩尻市太陽光発電設備設置事業廃止

及び撤退届出書（様式第１４号）によるものとする。 

２ 条例第２２条第２項の規定による公表は、市のホームページへの掲載その他の方法に
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より行うものとする。 

（太陽光発電事業の承継の届出） 

第１８条 条例第２３条第１項の規定による届出は、塩尻市太陽光発電設備設置事業承継

届出書（様式第１５号）によるものとする。 

２ 条例第２３条第２項の規定による公表は、市のホームページへの掲載その他の方法に

より行うものとする。 

（立入調査員証） 

第１９条 条例第２４条第２項の証明書は、立入調査員証（様式第１６号）とする。 

（勧告） 

第２０条 条例第２６条第１項の規定による勧告は、勧告書（様式第１７号）により行う

ものとする。 

（公表） 

第２２条 条例第２８条第１項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとす

る。 

(1) 塩尻市公告式条例（昭和３４年塩尻市条例第１号）第２条第２項に規定する掲示場

への掲示 

(2) 市ホームページへの掲載 

(3) その他市長が必要と認める方法 

第２３条 条例第２８条第２項の規定による理由の通知は、公表理由等通知書（様式第

１９号）により行うものとする。 

（補則） 

第２４条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月１９日塩尻市規則第８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の塩尻市太陽光発電設備の適正な設置及

び管理に関する条例施行規則の規定に基づく様式（次項において「旧様式」とい

う。）により使用されている書類は、この規則による改正後の塩尻市太陽光発電設備

の適正な設置及び管理に関する条例施行規則の規定に基づく様式によるものとみな

す。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、所要の補正を
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施して使用することができる。 


